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消費者庁



消費者向け注意喚起の実施（１）
〇消費者に対して、３つのC、資源有効利⽤促進法施⾏令の改正や暑熱といった時節を踏まえた内容の注意喚起を
ウェブサイト、メールマガジン及びSNSにより発信

SNS投稿<X︓旧Twitter＞ウェブサイト掲載

件名年⽉⽇
要注意！暑い時期のリチウムイオン電池R8.5.15

リチウムイオン電池は、正しく捨てる そして 資源循環！R8.3.13

（リチウムイオン電池総合対策関係省庁連絡会議（第2回）開催）R7.12.22

あなたのモバイルバッテリーは⼤丈夫？R7.12.19

リチウムイオン電池使⽤製品による発⽕事故に注意しましょう
― ⾝に着ける、持ち歩く製品にも使⽤されています―

R7.10.2

リチウムイオン電池使⽤製品のトリセツ
― 暖をとる製品にもリチウムイオン電池が使われています！―

R6.12.5

「低価格・⾼リスク」の⾮純正バッテリーに注意〜建物が全焼に⾄った
⽕災も〜

R6.6.27

ノートパソコン等の⾝近な製品に内蔵されるバッテリーの⽕災に注意！
― こどもの学習⽤端末も ―

R6.3.15

注意喚起実績

https://x.com/caa_kodomo/status/20551524
44175274395

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consum
er_safety/child/project_001/mail/20260313/
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消費者向け注意喚起の実施（２）

〇多⾔語対応として、英語及び中国語（簡体字、繁体字）の注意喚起をウェブサイトに掲載
〇総務省消防庁のポータルサイトへのリンク等を掲載した特集ページを作成し、消費者庁のトップページに情報を掲載

〇多⾔語対応 〇消費者庁トップページへの掲載

英語版 中国語版（簡体字）
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consum
er_safety/caution/caution_083/assets/consu
mer_safety_cms205_260430_07.pdf

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consum
er_safety/caution/caution_083/assets/consu
mer_safety_cms205_260430_08.pdf

リチウムイオン電池使⽤製品による発
⽕事故に注意しましょう

トップページ

特集ページ ２



他機関と連携した周知啓発
〇若者向けの周知啓発強化のため、全国⼤学⽣活協同組合連合会（全国⼤学⽣協連）が⾏う周知啓発に協⼒・
連携

〇関係省庁で活⽤可能な啓発資材を作成
〇製品安全誓約の署名オンラインマーケットプレスに対し、リコール情報の周知強化への協⼒を依頼

〇全国⼤学⽣協連との協⼒・連携

・全国⼤学⽣協連がウェブサイ
トで連載する学⽣向けの啓
発漫画でリチウムイオン電池
を取り上げ（令和８年２⽉
６⽇）

・当該漫画の作成時の助⾔に
加え、リンクを消費者庁のウェ
ブサイトやSNSで発信

・消費者庁の注意喚起を⼤学
⽣協連のSNSで発信

〇啓発資材の作成

・炎天下の⾞内へのモバイルバッテリーの置き忘れ等の夏の注意喚起⽤のチラシ
を公表（令和８年７⽉２⽇）

https://www.univcoop.or.jp/society/society_1862.html
店舗駐⾞場 海 ３



消防庁



リチウムイオン電池総合対策ポータルサイトの開設
〇 主な掲載内容

・ リチウムイオン電池による⽕災の現状
・ 事故を防ぐための３つの具体的なアクション「リチウムイオン電池の『３つのＣ』」

〇 公開⽇
令和８年６⽉１８⽇（⽊）

〇 リンク
https://www.fdma.go.jp/relocation/lithium-ion/

〇 今後のＨＰ更新について
酷暑前の７⽉と秋季全国⽕災予防運動前の１１⽉に定期更新を予定している。
※上記以外のタイミングで更新を希望する場合は、個別に連絡されたい。

HPキャプチャ① HPキャプチャ② 消防庁Xへの投稿

【お知らせ機能】
現在は新着情報がないため、表⽰していませんが、
必要に応じて、ポップアップ可能ですので、ご相談ください。
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春・秋の全国⽕災予防運動や住宅防火防災推進シンポジウムの機会等を捉えた広報啓発

〇 春・秋の全国⽕災予防運動での各地域の取組事例

〇 住宅防⽕防災推進シンポジウムでの広報啓発

宮城県仙南地域広域⾏政事務組合消防本部
リチウムイオン電池による⽕災の注意喚起チラシを物販店の買い物かごに⼊れ、
来店客への周知啓発を実施。

栃⽊県⼩⼭市消防本部
「リチウムイオン電池のバッテリー⽕災にご注意〜あなたの⾝近に潜む危険」
と題したチラシを通勤時間帯にバスの乗⾞⼝で配布。

住宅防⽕対策推進協議会の主催する当該シンポジウムにおけるパネルディスカッションの場において、消防庁からの情報提供の⼀環として、リチウムイオン電池
からの⽕災について注意喚起を⾏った。
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リチウムイオン電池等から出火した火災に関する調査結果の公表

令和７年11⽉14⽇付け消防庁予防課⻑通知「リチウムイオン電池等から出⽕した⽕災の調査について」により、実態把握のために調査を実施。
■ 対象

令和４年１⽉１⽇から令和７年12⽉31⽇の間に発⽣したリチウムイオン電池（バッテリー等の充電式蓄電池）及びこれを搭載した製品
から出⽕した次の⽕災。
※コイン形及び円筒形等のリチウム電池（⼀次電池）は含まない。

⑴ 供⽤中のリチウムイオン電池等から出⽕した⽕災
※廃棄されたリチウムイオン電池等を回収中に塵芥⾞及びごみ処理関連施設から出⽕した⽕災を除く。

⑵ 廃棄されたリチウムイオン電池等を回収中の塵芥⾞及びごみ処理関連施設から出⽕した⽕災。
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リチウムイオン電池等から出⽕した⽕災に関する調査項⽬の⾒直し
令和７年12⽉24⽇付け消防庁予防課⻑通知「令和８年１⽉１⽇以降に発⽣したリチウムイオン電池等から出⽕した⽕災の調査について」に
より、詳細な調査項⽬を追加。

・ 出⽕⾏為者（年齢・性別）
⇒ 年代等による出⽕件数を分析し、注意喚起をすべき対象を把握する。

・ 出⽕⽉
⇒ ⽉別の出⽕件数から季節ごとの傾向を分析する。
・ 出⽕時の状況
⇒ 出⽕リスクの⾼いシチュエーションを分析する。

・ 都道府県
・ 市町村
・ 消防本部名
・ ⼀般流通名
・ 出⽕原因等

リチウムイオン電池等から出⽕した⽕災

・ 出⽕⽉
⇒ ⽉別の出⽕件数から季節ごとの傾向を分析する。

※出⽕場所については、事業者が回収するまでの間に発⽣した⽕災等の件数を把握するため、従来
の選択肢であった『塵芥⾞で回収中』、『ごみ処理関連施設』に加え、『ごみ集積所』及び『塵芥⾞
以外の⾞両で回収中』を追加した。

・ 都道府県
・ 市町村
・ 消防本部名
・ 出⽕場所

廃棄されたリチウムイオン電池等を回収中及びごみ処理関連施設等から出⽕した⽕災

■ 従来

■ 従来 ■ 主な追加項⽬及び追加⽬的

■ 主な追加項⽬及び追加⽬的
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初期消⽕に関するリーフレットの作成
〇 新たに作成した初期消⽕に関するリーフレット

（表） （裏）

【参考】これまで消防庁の作成・制作したリチウムイオン電池等に関する広報⽤リーフレット・動画等
リーフレット 動画

【経緯】
これまでリチウムイオン電池を含む電気⽕災関係の広報啓発のリーフレット
等は作成していたものの、発⽣した際の有効な初期消⽕に関する広報素材
がなかったことから、東京消防庁の実施したリチウムイオン電池の⽕災実験
の結果等を踏まえ、新たに当該リーフレットを作成し、消防庁ホームページで
公開している。（令和８年３⽉）
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（参考）リチウムイオン電池等から出⽕した⽕災の主な調査結果(製品別）
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R5 製品別出⽕件数

R4 電動⼯具（2位）
⾮純正バッテリーを使⽤ 25
外部衝撃 3
充電⽅法の誤り 3
製品の⽋陥 2
⽔没 1
⾼温下での使⽤、保管 1
分解 1
不明 20
その他 7

R5 モバイルバッテリー（1位）
⾼温下での使⽤、保管 21
外部衝撃 16
製品の⽋陥 8
充電⽅法の誤り 7
⾮純正バッテリーを使⽤ 4
⽔没 2
分解 0
不明 92
その他 32

R5 電動⼯具（2位）
⾮純正バッテリーを使⽤ 30
充電⽅法の誤り 9
⽔没 3
外部衝撃 2
製品の⽋陥 2
⾼温下での使⽤、保管 1
分解 0
不明 26
その他 5

R4 モバイルバッテリー（1位）
外部衝撃 13
⾼温下での使⽤、保管 11
充電⽅法の誤り 8
分解 5
製品の⽋陥 1
⽔没 0
⾮純正バッテリーを使⽤ 0
不明 61
その他 23

出⽕件数上位２件の出⽕原因内訳

９



26
271

1
7
8
13
15

25
26
26
31
40
45
51
51

86
93

482

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450 500
不明

その他
スマートウォッチ

ポータブルプレイヤー
加熱式たばこ・電⼦たばこ

空調調整服
がん具製品

ノートパソコン
ポータブルスピーカー

携帯扇⾵機
ワイヤレスイヤホン

タブレット
コードレス掃除機

電動アシスト⾃転⾞
ポータブル電源

電動⼯具
携帯電話機

モバイルバッテリー

R7 製品別出⽕件数
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R6 製品別出⽕件数

R7 モバイルバッテリー（1位）
外部衝撃 41
⾼温下での使⽤、保管 23
製品の⽋陥 18
充電⽅法の誤り 11
分解 11
⽔没 1
⾮純正バッテリーを使⽤ 0
その他 194
不明 183

R7 携帯電話機（2位）
外部衝撃 32
分解 29
⾮純正バッテリーを使⽤ 3
⾼温下での使⽤、保管 2
製品の⽋陥 1
⽔没 0
充電⽅法の誤り 0
その他 21
不明 5

R6 モバイルバッテリー（1位）
外部衝撃 28
⾼温下での使⽤、保管 27
製品の⽋陥 17
充電⽅法の誤り 13
分解 7
⾮純正バッテリーを使⽤ 2
⽔没 1
不明 135
その他 60

R6 電動⼯具（2位）
⾮純正バッテリーを使⽤ 39
充電⽅法の誤り 8
外部衝撃 5
⽔没 1
⾼温下での使⽤、保管 1
製品の⽋陥 1
分解 0
不明 22
その他 12

（参考）リチウムイオン電池等から出⽕した⽕災の主な調査結果(製品別）

出⽕件数上位２件の出⽕原因内訳
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経済産業省



アンカー・ジャパン株式会社からの報告
• 令和７年10⽉21⽇にアンカー・ジャパン株式会社に対して、リチウムイオン蓄電池搭載製品に関する総点検

等を求めたところ、同社から報告があり、令和８年１⽉13⽇にその内容を公表した。
• 製造・品質管理体制の強化が図られており、製品安全の向上に資するものであることが確認された。
• 同社の報告内容から、製造⼯程管理や異物混⼊防⽌などの品質・安全対策が極めて重要であることが改めて

確認された。
同社への報告要求事項と同社からの報告内容（令和８年１⽉13⽇公表）
①リチウムイオン蓄電池に関する国内販売全製品を対象とした総点検の実施

→サプライヤーの品質基準⾒直し、⼯場監査等を実施。総点検において重⼤製品事故につながる不適合は確認されず。
②現在販売している製品についての製造・品質管理体制

→製品のトレーサビリティ強化、サプライヤーの選定基準厳格化、検品・品質検査の強化等を実施。
③実施するリコールの周知状況等

→プレスリリース、SNS、郵送ダイレクトメール等による情報発信を実施し、令和7年10⽉開始したリコールについて、
回収率は４割。

11

スピーカーモバイルバッテリー

Soundcore Motion X600Anker PowerConf S500Soundcore 3Anker PowerCore 10000製品名

11,200台8,980台91,933台410,124台対象台数

イメージ

リコール対象製品



モバイルバッテリーの製品事故防⽌に向けた確認の要請
• 複数のモバイルバッテリー関連事業者にも安全性確保の取り組みを聴取した結果においても、製造⼯程管理

や異物混⼊防⽌などの対応策が重要であることが判明。徹底した品質管理が安全性確保の鍵となっている。
• そのため、令和８年２⽉25⽇付けで、モバイルバッテリー関係事業者81社に対し、販売製品についての製
造・品質管理体制や安全に関する事項について、あらためて確認を要請する⽂書を送付した。

モバイルバッテリーの製品事故防⽌に向けた確認の要請
リチウムイオン蓄電池を搭載した製品、特に、モバイルバッテリーにおいて、ここ数年、事故件数が増加傾向にあります。

加えて、同製品におけるリコールもたびたび実施されています。そのような状況を受けて、同製品に関連するいくつかの事
業者に対して、安全性確保のために実施している取組についてヒアリングを実施しました。

それらの聴取内容を踏まえると、販売製品の製造⼯程の管理や異物混⼊対策等の徹底した品質管理対策が重要であること
が確認できました。

そのため、モバイルバッテリーの販売等に関連する事業者におかれましては、⾃社が販売される製品について、製造・品
質管理体制や安全に関する事項についてあらためて確認をお願いいたします。

各事業者の取組状況を含め、モバイルバッテリーの安全確保の状況について引き続き把握していく予定です。
【製造・品質管理体制や安全に関する事項】
・製造⼯程管理の徹底
・製造⼯程における異物混⼊対策
・品質管理体制の徹底
・⼯場監査の強化
・セルや機器の安全設計
・リコール対応の適正化

12



モバイルバッテリー関係者の連携強化
• 製造・品質管理体制や安全に関する事項の徹底が重要であるとの認識の下、モバイルバッテリー

関係者間の情報共有及び連携強化を⽬的として、令和８年３⽉、「リチウムイオン電池安全対策
連絡会」を設置。

• 本勉強会では、これらの問題意識を踏まえ、海外における制度・事故対応・品質管理に関する知
⾒を収集・整理するとともに、我が国の制度・運⽤上の⽅向性を探る。

勉強会で共有された⺠間での取組の好例リチウムイオン電池安全対策連絡会

① 海外の制度・事故対応・品質管理に関する
情報共有と関係者連携の強化

② 国内制度・運⽤の課題整理と政策検討に向
けた論点抽出

⽬的

電池関係業界団体（BAJ、JBRC、
MCPC）、流通事業者団体、試験検査機関
（JET、JQA、UL）、NITE、関連事業者、
等

参加者

• MCPCでは、令和８年４⽉、モバイルバッテ
リーの事故増加を踏まえ、製造⼯程からアフ
ター対応までを対象とした「モバイルバッテ
リー安全性・品質ガイドライン」を策定。

• 本ガイドラインは、製造・品質管理、異物混⼊
対策、トレーサビリティ等をチェックシート形
式で整理し、事業者による⾃主的な安全確保の
取組を⽀援。

※MCPC（モバイルコンピューティング推進コンソーシアム）︓同団体は、モバイル、IoT、AI等の技術を活⽤したDXの推進を⽬的に設⽴された業界団体。
NTTドコモ、KDDI、ソフトバンク、楽天モバイルの4通信事業者や装置・端末・周辺機器メーカー、ソフトウェア会社などの関連企業が参加。

※モバイルバッテリー安全性・品質ガイドライン紹介ページ
13



リチウムイオン電池安全啓発キャンペーンの実施
• リチウムイオン電池の３つのC （「選び⽅」「使い⽅」「捨て⽅」）に関して、関係企業・各団体により様々な安

全啓発が実施されている。
• 事故増加が懸念される夏前に向け、消費者への安全啓発に繋げるべく、リチウムイオン電池安全対策連絡会参

加者等を中⼼とした関係者が連携した効果的な情報を発信を⾏う。
リチウムイオン電池安全啓発キャンペーン

賛同者（合計30者）

販売
事業者等

オンラインモール
事業者

流通事業者

業界団体
試験機関

関係省庁

アンカー・ジャパン（株）、エレコム（株）、（株）CIO、（株）磁気研究所、
（株）電響社、マクセル（株）、（株）INFORICH

アマゾンジャパン（同）、LINEヤフー（株）、楽天グループ（株）

（株）エディオン、（株）ケーズホールディングス、（株）Joshin、（株）ノジ
マ、（株）ビックカメラ、（株）ベイシア電器、（株）ヤマダホールディングス

（⼀社）電池⼯業会、（⼀社）JBRC、 （⼀社）⽇本ポータブル電源協会、 モバ
イルコンピューティング推進コンソーシアム、 （⼀財）電気安全環境研究所、
（⼀財）⽇本品質保証機構、（株）UL Japan、（独）製品評価技術基盤機構

消費者庁、総務省消防庁、経済産業省、国⼟交通省、環境省

実施概要

• 事故増加が懸念される夏前の時期を捉え、関係企業・関
係団体等が連携したリチウムイオン電池の安全啓発活動
の展開を⽬指す。

• 具体には、統⼀的なメッセージ・ロゴを作成。それらを
活⽤して、関係省庁、企業ホームページ、店舗、ECサイ
ト、SNS等の各種媒体を活⽤し、消費者への注意喚起を
実施する。

• 関係者連携の効果（例︓共通ハッシュタグの活⽤やコン
テンツの相互紹介）により、発信⼒の増⼤を図る。

14



（参考）キャンペーンの具体コンテンツについて
• 経済産業省では、リチウムイオン電池安全啓発キャンペーンの⼀環として、リチウムイオン電

池事故への注意喚起を促すポスターを作成。各種SNS等のツールも活⽤しながら、今後多層的
な広報活動を実施。

○Instagram投稿バナー ○X投稿バナー○ポスター

15



（参考）安全啓発の取組
○政府広報の実施

政府広報ラジオの60秒CM枠で「バッテリー関連製品の取り扱いに注意しましょう」（8/9, 
8/16放送予定）
○NITEプレス発表

本格的な夏を迎え、⾼温下で特に注意が必要な「リチウムイオン電池搭載製品」の事故の状
況や事故を防ぐポイントを紹介（7/15実施予定）

⾃動⾞内で発⽕するモバイルバッテリー
【NITEの再現実験】

毎週⽇曜⽇にTOKYO FMおよびJFN系列全国38
局で放送されている番組「杉浦太陽・松井玲奈
⽇曜まなびより」内 でインフォマーシャルとし
て放送予定。

16

NITEでは、毎⽉、特定の製品群やテーマを取り上げ、事故情報や事故を
防ぐポイントを消費者に分かりやすく解説するプレスリリースを実施。
7⽉は、「リチウムイオン電池搭載製品」を取り上げる予定。

電動アシスト⾃転⾞⽤バッテリーの発⽕
【NITEの再現実験】



国⼟交通省



令和８年３⽉27⽇のICAO理事会にて緊急改定案が承認され、即⽇適⽤。
○機内でのモバイルバッテリーへの充電を禁⽌
○モバイルバッテリーの持ち込みは最⼤２個
（160Wh以下）

○機内においてモバイルバッテリーから他の電⼦機器
への充電をしないこと
これを踏まえ航空局では、
関連告⽰の改正⼿続を⾏い、４⽉24⽇から新基準を適⽤。
本邦エアラインを通じ、新たなモバイルバッテリーの機内における取扱いについて

旅客に対して周知、協⼒を要請。

航空機内へのモバイルバッテリーの持込ルールの変更（令和８年４⽉）について

航空局では国際⺠間航空機関（ICAO）が定める国際基準に基づき、航空機
内でのモバイルバッテリー等の取扱いについて基準を制定。

○預⼊⼿荷物にモバイルバッテリーを⼊れることを禁⽌。
○ショートしないように個々に保護。
○個数・容量の制限 等

ICAOにおける国際基準の緊急改定を受けた
基準の追加（令和８年４⽉２４⽇ 改正・適⽤）

（旅客に対する周知リーフレット）
従来の基準

17



環境省



24

「市町村におけるリチウム蓄電池等の適正処理に関する⽅針と対策について」（通知）のフォローアップ調査①（暫定）

地⽅公共団体における利便性の⾼い分別回収体制の実証等を通じた構築⽀援

令和７年４⽉15⽇に発出した「市町村におけるリチウム蓄電池等の適正処理に関する⽅針と対策について」（通知）の
フォローアップ調査を令和８年５⽉に実施した。調査結果のうち、市町村のリチウムイオン電池等の処理体制構築状況等
についての暫定値（令和８年６⽉10⽇時点。回収率88.3％）は以下のとおり。

廃棄物処理時のリチウムイオン電池等に起因すると疑われる⽕災事故等の発⽣件数は、令和７年度は8,935件であった。
（発煙・発⽕を含む発⽣件数︓36,760件）

廃棄物処理時に⽕災事故等が発⽣している市町村数 廃棄物処理時の⽕災事故等の年間規模別発⽣件数

〇令和２年度〜令和７年度件数 〇令和５年度〜令和７年度件数

廃棄物処理時の⽕災事故等の発⽣件数推移

〇令和元年度〜令和７年度件数

※「出⽕し、職員が⼿動で消⽕」、「出⽕し、消防隊により消⽕」のみの件数

※データ出典︓⼀般廃棄物処理実態調査、「市町村におけるリチウム蓄電池等の適正処理に関する⽅針と対策について（通知）」を踏まえた対応に係る調査

（暫定値）

※令和7年度については、令和８年６⽉10⽇時点（回収率︓88.3％）での暫定値であり、今後の精査により数値が変更となる可能性がある。

（暫定値）

18



25

「市町村におけるリチウム蓄電池等の適正処理に関する⽅針と対策について」（通知）のフォローアップ調査②（暫定）

地⽅公共団体における利便性の⾼い分別回収体制の実証等を通じた構築⽀援

 フォローアップ調査の暫定値において、⽕災事故等の具体的な発⽣場所のうち最も多いのが「破砕、選別、圧縮等を⾏う
再資源化施設（保管場所を含む）」であった。リチウムイオン電池等が、市町村の定める適切な分別区分に排出されず、
ごみ収集⾞やごみ処理施設の破砕機等で衝撃が加わった際に発⽕し、⽕災事故につながるケースが多いと考えられる。

⽕災事故等の具体的な発⽣品⽬としては、最も多いのがモバイルバッテリー、次いで加熱式たばこであり、⼩型で安価な
ものや表⾯がプラスチックのものが多い傾向にある。

〇令和７年度件数（総数︓36,760件） 〇令和７年度件数

※データ出典︓「市町村におけるリチウム蓄電池等の適正処理に関する⽅針と対策について（通知）」を踏まえた対応に係る調査

⽕災事故等の具体的な発⽣場所 ⽕災事故等の具体的な発⽣品⽬

※令和7年度については、令和８年６⽉10⽇時点（回収率︓88.3％）での暫定値であり、今後の精査により数値が変更となる可能性がある。
19



26

「市町村におけるリチウム蓄電池等の適正処理に関する⽅針と対策について」（通知）のフォローアップ調査③（暫定）
地⽅公共団体における利便性の⾼い分別回収体制の実証等を通じた構築⽀援

 フォローアップ調査の暫定値において、市町村におけるリチウムイオン電池等の回収について、「リチウムイオン電池及びリチ
ウムイオン電池使⽤製品の両⽅回収」「リチウムイオン電池のみ回収」「リチウムイオン電池使⽤製品のみ回収」と回答した
市町村は、令和７年度で87.0％であった。

 「リチウムイオン電池単体」または「リチウムイオン電池使⽤製品」を回収していない理由としては、 「組織体制の整備や⼈員
確保が困難」が最も多く挙げられ、次いで、 「近隣に引き取り可能な事業者等がいない」、「収集・処理を委託している事
業者との調整が困難」 となった。

市町村によるリチウムイオン電池等の回収状況 市町村⾃らリチウムイオン電池等の回収を⾏わない理由

〇令和６年度件数 〇令和７年度件数

※データ出典︓⼀般廃棄物処理実態調査、「市町村におけるリチウム蓄電池等の適正処理に関する⽅針と対策について（通知）」を踏まえた対応に係る調査

〇令和５年度件数

※回収を⾏っていない市町村のうち、
47.0％が実施を検討していると回答。

※令和7年度については、令和８年６⽉10⽇時点（回収率︓88.3％）での暫定値であり、今後の精査により数値が変更となる可能性がある。

（暫定値）
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フォローアップ調査から分かった課題への対応状況
地⽅公共団体における利便性の⾼い分別回収体制の実証等を通じた構築⽀援

 廃棄物処理施設等の⽕災事故等の具体的な発⽣場所のうち最も多いのが「破砕、選別、圧縮等を⾏う再資源化施設
（保管場所を含む）」。リチウムイオン電池等が、市町村の定める適切な分別区分に排出されず、ごみ収集⾞やごみ処理
施設の破砕機等で衝撃が加わった際に発⽕し、⽕災事故につながるケースが多いと考えられる。

→市町村における回収強化のため、製造・販売事業者等と市町村が連携した回収体制構築実証事業を実施（p.22）
→⽕災事故防⽌のため、廃棄物処理施設への⾼度選別機・検知設備の導⼊⽀援を実施（p.24）
 ⽕災事故等の具体的な発⽣品⽬としては、最も多いのがモバイルバッテリー、次いで加熱式たばこであり、⼩型で安価な

ものや表⾯がプラスチックのものが多い傾向。
→資源有効利⽤促進法に基づく指定再資源化製品３品⽬（電源装置（モバイルバッテリー）、携帯電話⽤装置（ス

マートフォン等）、加熱式たばこデバイス）の追加
 リチウムイオン電池等を回収していない理由として挙げられたのは、 「組織体制の整備や⼈員確保が困難」、 「近隣に引き

取り可能な事業者等がいない」、「収集・処理を委託している事業者との調整が困難」 、「ランニングコストが⾼い」等。
→都道府県と市町村等との連携によるリチウムイオン電池等の広域的な回収・処理体制構築実証事業を実施予定

（p.22）
→市町村における膨張・変形したリチウムイオン電池等の回収状況等の調査を実施。回収を⾏っている市町村の事例を令

和８年度秋頃までに公表し、今後、安全な回収・保管・処分⽅法に関する調査・検討を実施予定（p.25）
→処理事業者の情報提供のため、リチウムイオン電池等処理事業者リストを公表予定
→市町村における回収強化のため、令和８年度より、リチウムイオン電池等の分別収集及び適正処理に要する経費につい

て、地⽅交付税措置を実施 21



28

製造・販売事業者等と市町村が連携した回収体制構築実証事業/情報提供ツール構築実証事業（R8年度）
地⽅公共団体における利便性の⾼い分別回収体制の実証等を通じた構築⽀援

 リチウムイオン電池等の回収・処理体制の構築等に向け、製造・販売事業者等と市町村が連携した回収体制構築実証
事業と回収量増加に資する情報提供ツール構築実証事業の公募を６⽉から開始。８⽉メドで実証事業開始予定。

 このほか、都道府県と市町村等との連携によるリチウムイオン電池等の広域的な回収・処理体制構築実証事業を実施予
定。

【公募事業】
①リチウムイオン電池等の製造・販売事業者等と連携した回収体制構築実証事業
・製造・販売事業者等と連携することで住⺠にとって利便性の⾼い回収⽅法を検討
・公募対象︓市町村

②リチウムイオン電池等の回収量増加に資する住⺠への情報提供ツール
構築等実証事業

・⾃治体の回収量増加に資する情報提供ツールの構築により住⺠の⾏動
変容を促す

・公募対象︓⺠間事業者等

【公募期間】
６⽉12⽇(⾦)10時〜７⽉22⽇(⽔)17時

22



29

（参考）製造・販売事業者等と⾃治体が連携した回収体制構築実証事業（R7年度）
地⽅公共団体における利便性の⾼い分別回収体制の実証等を通じた構築⽀援

令和７年度事業として、神⼾市・守⾕市において、製造事業者・販売業者等と⾃治体が連携した回収体制の構築に係る
実証事業を実施。

実施期間︓令和７年10⽉15⽇(⽔)〜令和８年１⽉31⽇(⼟)
実施体制

コンビニエンスストアにおいて、モバイルバッテリー、携帯電話・スマートフォ
ン、加熱式たばこ・電⼦たばこの回収を実施。

検証結果
・実証期間中、コンビニエンスストア店舗におけるリチウムイオン電池の回収について、

発⽕等の事故なく実施。
・回収期間中、4店舗全てで、毎週⼀定の回収量があった。

回収されたリチウムイオン電池等は、1週間に1度の収集を⾏い、1店舗につき、おおよそ
ペール⽸ 1 個分の回収量があった。既存の１拠点あたりの回収ボックスでの回収量と⽐
較しても遜⾊ない回収量が確保できた。

・定期的な収集ルートに乗せることで、効率的な回収が期待できることが分かった。
・アンケート結果から、アンケート回答者のうち、98％の排出者が24時間好きな時間に投
⼊できる点に、利便性を感じていることが分かった。

実証事業の様⼦
23
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廃棄物処理施設への⾼度選別機・検知設備の導⼊⽀援実施状況
廃棄物処理施設への⾼度選別機・検知設備の導⼊⽀援

 混⼊するリチウムイオン電池等をX線やAI等を活⽤して⾼度に選別する設備や、発⽕を検知し各設備と連携・連動するシステムの導⼊へ
の⽀援を実施。

 ⺠間企業が有する廃棄物処理施設等に対しては令和７年度（補正予算）循環型社会形成推進事業費補助⾦リチウムイオン電池等
の⽕災事故防⽌・分別回収による安全・経済損失防⽌対策事業）にて⽀援。

 ⾃治体の廃棄物処理施設等に対しては循環型社会形成推進交付⾦にて⽀援。

⾃治体の廃棄物処理施設への⽀援⺠間企業の廃棄物処理施設等への⽀援

公募期間︓令和８年３⽉30⽇（⽉）〜同年６⽉30⽇（⽕）
補助対象︓・廃棄物処理施設等において、混⼊するリチウム蓄電

池等をX線やAI等を活⽤して⾼度に選別する設備
・発⽕を検知し各設備（施設の⾃動停⽌、散⽔等の延
焼防⽌対策、警報発報等）と連携・連動するシステム

補助率︓補助率︓１／２（中⼩企業者）、１／３（それ以外の者）
6⽉18⽇時点での申請件数は35件

令和８年４⽉１⽇に循環型社会形成交付⾦の要綱等を改正し、
⽕災防⽌のための消⽕設備の設置等への⽀援について、
これまでの新設や改良・改造に係る事業に加えて、
消⽕設備その他⽕災防⽌に必要な設備のみを新たに設置⼜は改良
する場合も対象とした。

放水銃

（出典：八王子市館クリーンセンター）

検知器

●消⽕設備の事例
事前検知や消⽕設備等の導⼊が急務１．混⼊したLiBを検知し処理⼯程から選別する⾼度設備導⼊を⽀援

２．発⽕検知から瞬時に消⽕可能なシステムの導⼊を⽀援
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膨張変形したリチウムイオン電池等の回収状況等の調査実施
膨張・変形したリチウムイオン電池の適正処理の⽅針策定

令和８年５⽉に実施した「市町村におけるリチウム蓄電池等の適正処理に関する⽅針と対策について」（通知）のフォ
ローアップ調査において、市町村における膨張・変形したリチウムイオン電池等の回収状況等の調査を実施。

膨張・変形したリチウムイオン電池等の回収を⾏っている市町村の事例を令和８年度秋頃までに公表予定。
今後、市町村における回収を推進するため、安全な回収・保管・処分⽅法に関する調査・検討を実施予定。

膨張したリチウムイオン電池
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使⽤済となったリチウムイオン電池等への対応
他の廃棄物への混⼊を防⽌するための廃棄物処理法に基づく制度的対応

 中央環境審議会循環型社会部会廃棄物処理制度⼩委員会において、不適正スクラップヤード問題への対応の中で使⽤済と
なったリチウム蓄電池等への対応についても必要な制度的措置について審議され、令和８年４⽉に環境⼤⾂に対して「今後の
廃棄物処理制度のあり⽅について」が意⾒具申された。

使⽤済となったリチウム蓄電池等への対応
 リチウム蓄電池及びリチウム蓄電池使⽤製品に起因して、スクラップヤードにおいて⽕災が発⽣していることに加え、⼀般廃棄物⼜は産業廃棄物の収

集運搬⾞両や処理施設においても⽕災が頻発していることを踏まえ、廃棄物となったリチウム蓄電池等について、廃棄物処理⼯程に意図せず混⼊し、
処理施設において⽕災が発⽣することを防⽌するため、収集運搬や保管時に他のものと区分することや産業廃棄物の委託契約においてリチウム蓄
電池等の含有の有無を明確にするための仕組み等を導⼊すべきである。

今後の廃棄物処理制度のあり⽅について（意⾒具申）（抜粋）

 意⾒具申を受け、年度内を⽬途に、収集運搬時や保管時の基準や委託契約における含有の有無の明確化を盛り込んだ廃棄
物処理法施⾏令・施⾏規則の改正を⾏う。
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スクラップヤードへの規制強化に関する措置
不適正なスクラップヤード事業者への規制等公正な競争環境の整備や再資源化に係る技術開発及び設備導⼊⽀援

実証事業の様⼦

 中央環境審議会循環型社会部会廃棄物処理制度⼩委員会において必要な制度的措置について審議され、令和８年４⽉に
環境⼤⾂に対して「今後の廃棄物処理制度のあり⽅について」が意⾒具申された。

 本意⾒具申を受けた法案を国会に提出し、令和8年6⽉に「廃棄物の処理及び清掃に関する法律等の⼀部を改正する法律」
が成⽴・公布された。

 適正なスクラップヤード業者等を介した
国内における資源循環の継続を後押し

 ⽣活環境保全上の⽀障に
対する断固たる是正措置

 使⽤済みのリチウムイオン電池を含む使⽤済⾦属・プラスチック物品の保管⼜は再⽣を⾏う事業に関し、都道府県知事の許
可制度を導⼊

 使⽤済みのリチウムイオン電池など対象物品に応じた保管、再⽣の⽅法の基準（※）を設ける。基準違反には改善命令、措
置命令、罰則を適⽤。
※適正な事業者が対応できない基準とならないよう、関係業界の御意⾒にもしっかりと⽿を傾けて、具体の基準を検討する。

スクラップヤードへの規制強化に関する措置事項

 不適正な事業者を是正・排除し、等しく
環境対策を⾏う公正な競争環境を整備
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リチウムイオン電池等に関する廃棄時の周知・啓発
消費者・国⺠に向けた分別廃棄の周知・啓発強化

 ワンボイスであるリチウムイオン電池の「３つのC」の発信、政府広報を活⽤したテレビ番組CMの作成・放送、インターネット広告の
実施。

 令和８年度事業として、夏の時期の啓発強化（JAPANドラッグストアショーでの周知啓発等実施）、11⽉の「リチウムイオン電池によ
る⽕災防⽌⽉間」の実施、「３つのC」を⽤いた啓発ツールの作成等を実施する予定。

インターネット広告
３⽉16⽇(⽉)〜３⽉22⽇(⽇)にて、
Yahoo!広告、SmartNews広告、記事下バナー広
告（Taboola）を実施。

政府広報提供テレビ番組CM
４⽉期の政府広報番組『ニッポン今だ︕ラボ』内の提供
CMとして、「リチウム蓄電池等の適正処置」を作成・放送。

「リチウムイオン電池等に関する特設サイト」にて、
リチウムイオン電池の「３つのC」の周知。

リチウムイオン電池の「３つのC」の周知動画を作成。
45秒動画︓44万回再⽣
20秒動画︓73万回再⽣
（令和８年６⽉30⽇時点）

ワンボイスでの発信
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夏に向けたリチウムイオン電池対策に関する周知啓発の取組について
（各省庁まとめ）



夏に向けたリチウムイオン電池対策に関する周知啓発の取組について

〇啓発資材の作成（消費者庁）
炎天下の⾞内へのモバイルバッテリーの置き
忘れ等の夏の注意喚起⽤のチラシを公表。

JAPANドラッグストアショーでの出展ブースやイベントステージにおいて、リチウ
ムイオン電池の使⽤時・廃棄時の注意点等について周知。

〇安全啓発キャンペーンの実施（経産省）

〇リチウムイオン電池総合対策ポータルサイトの開設（消防庁）

リチウムイオン電池による⽕災の現状、
事故を防ぐための３つの具体的なアク
ション「リチウムイオン電池の『３つの
Ｃ』」についてポータルサイトに掲載。
https://www.fdma.go.jp/rel
ocation/lithium-ion/

〇周知啓発イベントの実施（環境省）

リチウムイオン電池安全啓発キャンペーンの⼀環として、リチウムイオ
ン電池事故への注意喚起を促すポスターを作成・配布。
政府広報・NITEプレスの発表。

気温が上昇する夏の時期はリチウムイオン電池に起因する⽕災事故が増加傾向にあるため、関係省庁で「３つのC」の活⽤含め
た周知啓発の取組を強化して実施する。

〇旅客に対する周知（国交省）
航空機内へのモバイルバッテリーの持込ルール
の変更に伴う周知の実施。
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